研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　　職　種　相談支援専門員　　氏　名　清水　博己

	期　　間　　平成１９年１２月２日　～　平成１９年１２月３日

	出張目的　　平成１９年度障害者相談支援事業等東北ブロック研修会　青森大会　参加の為

	出 張 先　　古牧グランドホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察：この研修は、以前の地域療育等支援事業が自立支援法により相談支援事業となったものであり、相談支援事業も３障害一元化となった。今まで知的障害、障害児などと関わりが薄かった為、技術は未熟であり、精神障害以外の相談者への対応は十分ではなかった。研修に参加して感じた事は、どうしても「精神障害専門だから」「知的障害専門だから」と言っていたが、これは自分の技術不足を露呈している事である。この研修に参加し基本は全て同じである事を再認識し、それぞれの分野の専門性を尊重しながら、良いものは吸収したいと思う。

相談支援＝ケアマネジメントが事業として確立している。マネジメント＝管理という意味合いが強く、馴染めない感じであったが、コーディネートするという事も相談支援の中にはある、という事で、相談支援事業者は対象者を総合的に支援するための役割があることを理解した。そのためには、ケアマネジメント従事者とコーディネーターの役割を２つ兼ね備える事が必要であると感じた。この研修で得たものを利用者に、そして地域に還元していきたいと思う。

講演１　「障害のある人を支える地域力の構築」

埼玉県　ひがしまつやま市総合福祉エリア　　

施設長・総合相談センター所長　曽根　直樹氏

1． 市民福祉プランひがしまつやまの策定

東松山市の障害者プランとして「市民福祉プランひがしまつやま」が策定された。これは八戸では「八戸市障害福祉計画」というように八戸市の障害者の計画、という障害者のための計画、という色が強くでているが、東松山市は、障害のある、なしを問わず「統合教育」「統合保育」の推進を謳った。

２．支援の総合化

　　ひがしまつやま市総合福祉エリアには、総合相談センター、地域サービスセンター、ケアサービスセンターの３つのセンターを一カ所に集め総合的に支援を行う。相談員は１１名で各障害のスペシャリストやピアカウンセラーも配置している。１１名いるという事は、相談員が相互に支え合う事ができ、抱え込み、燃え尽きを防いでいる。

３．「これまでの障害福祉」と「ともに生きる社会を迎えるには」

　　身体、知的、精神、養護学校などそれぞれが専門性をもって取り組んでいた。

　　自立支援法になり、３障害が統合化し、養護学校は特別支援学校となった。しかし、障害者と健常者と分けて考えたもので、ともに生きる社会は創れない。東松山市では保育園、小学校、中学校の普通学校に普通に障害者がいる事が普通であり、教育段階で障害者といっしょに生活する中で障害の理解が生まれてくるのではないか、と考えている。

４．特別な場での支援から一般社会での支援

　　○幼稚園・保育園の就園

　　　通園施設　１人年額２１６万円の措置費

　　　加配保育士の人件費　１人年額１８０万円（非常勤）

　　○地元の学校の就学

　　　養護学校生徒１人の教育費　１人年間１，０００万円

　　　通常学級の児童１人の養育費　１人年間６０万円

　　　補助教員・介助員の人件費は　？？

　　○社会で働く

　　　通所施設　１人年間１８０万円の給付費

　　　企業就業　１人年間１２０万円の給与

　　　相対的差　１人年間３００万円

　　○通園施設がない町はあっても、幼稚園・保育園がない町はない

　　○養護学校のない町はあっても、小学校・中学校のない町はない。

　　○通所施設のない町はあっても、商店、工場、会社がない町はない。

　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　どこの町でもできる

考察：乳幼児から高齢期まで支えるシステムが東松山市にある。統合した相談窓口であり、利用者としては「あそこ（総合福祉エリア）に行けば何とかなる」というように障害者についての相談がワンストップで対応できる。「たらい回し」が少なくなり、本人、家族の負担が減少する。

「特別な支援（施設）」ではなく「一般社会での支援」ができれば予算削減にもなり、障害者と地域との包括したものになっていくと思う。障害者が一般社会にとけ込める風紀があれば、障害者も健常者も同じところで生活し、それが支え合うことが普通であれば「住みよい街づくり」の第一歩になっていくのではないか。

シンポジウム　「ライフステージに応じた相談支援のあり方について」

司会：滋賀県　甲賀地域ネット相談サポートセンター　所長　中島　秀夫　氏

シンポジスト

「広汎性発達障害のリスク児の早期発見の取り組み」

青森県　三八地域県民局　地域健康福祉部　保健総室　健康増進課　主幹　木村　哲子　氏

　　

　　発達障害者支援法が制定され、県内に発達障害者支援センターが設立され、少しずつではあるが発達障害が社会で認知されてきている。

　　発達障害が早期に発見されなければ、本人や家族がとても辛い体験をしてしまい、２次障害が発生する事も洋々にある。発達障害を早期に発見する事が必要である。

保健所で３歳児検診を行う。検診では、多くの方が受診されるため、簡単にスクリーニングできる２０項目からなるチェックシートを作成した。

発達障害者を支援していくためには、障害の理解を行わなければならず、支援ネットワークが必要であり、相談支援事業所にも入ってもらい、継続的な支援を行わなければいけない。

「ライフステージに応じた相談支援のあり方について」

　岩手県　知的障害児施設　ルンビニー学園　園長　松岡　静久　氏

　１．障害児（者）支援のポイント　～支援のイメージ～　（愛知コロニー調査報告書より）

1 就学前乳幼児に対する療育（支援）

2 学齢期の支援

3 自立生活に向けた準備の学齢後期の支援

4 成人期（地域での生活）の支援

5 高齢障害者に対する支援

　２．コーディネーターとしての活動の中から感じたこと

　　①コーディネーターとしての心構え

· 常に地域に軸足を置き、ネットワークを作る

· 行政とのパートナーシップ（言いなりになるということではなく）

· 動くことを当たり前に（行動力）

　　②コーディネーターとしての取り組み

· 相談

· 相談＋直接サービスの立ち上げ等

　　③活動のポイント

· 抱え込まずに上手に振っていく。（電話一本に頼りすぎず、時間をかけて丁寧に）

· 調整会議やケア会議を大事にしながら、地域を耕す（現在は、自立支援協議会を育てたり、活用したりする）

④ソーシャルワーカーとしての視点で

· エンパワメント

· 自己決定支援

· 権利擁護

　　おわりに　契約の時代に望まれる相談窓口

　　→利用者・家族が相談する事業所の姿勢・チェックポイント

1 訴えに耳を傾け、励まし、元気づけてくれる

2 正確な情報をわかる言葉で伝えてくれる

3 混乱した情報を適切に整理してくれる

4 利用者の状況に合わせて情報を説明してくれる

5 解決の道筋や方法を一緒に考えて提示してくれる。

6 福祉や医療、法律などの専門的な知識を直接・間接に提供してくれる。

7 身近な場所で一緒に動いてくれる

8 生活支援の機能やサービスに結びつけてくれる

9 煩雑な申請や契約の手続きを一緒に行ってくれる、または代行してくれる

10 継続して関わってくれる

　考察：個別の課題を地域のニーズにしていく事が相談支援の基本であると話していた。また、　　　　相談支援は、公立・公平にならなければいけない。障害福祉サービスを組み合わせていく際には、一つの事業所にサービスが集中（抱え込み）しないように、障害者本人が選べるサービス、自己選択することを伝え、それを地域にアピールしていく事が望まれる。

「ライフステージに応じた相談支援のあり方」　～特別支援学校における相談支援体制～

　青森県　青森県立八戸第二養護学校　進路指導主事　奥瀬　英俊　氏

　学校概要

（1） 全校児童・生徒数２９２名（東北有数の大規模校）

（2） 特別支援教育について（センター的機能、多様なニーズ）

（3） 各種相談に対応するための校内体制

· 教育相談部（特別支援教育コーディネーター）

· 進路指導部（個別移行支援計画・連絡調整会議）

　養護学校における相談支援体制

（1） 教育相談実施状況

平成１８年度　実人数２７８、内訳　知的１２８、LD・ADHD　２１、その他９２

（2） 各取り組みにおける成果と課題

　センター的機能としての役割

　＜成果＞

1 多岐にわたる相談内容の対応

2 三八地区の特別支援学校の連携

3 ネットワークづくり

　　＜課題＞

1 教育や福祉に関する情報提供の資料の収集

2 相談者の増加に対応するための相談体制の整備（人材の育成）

　　特別支援教育コーディネーターの配置

　　＜成果＞

1 外部からの要請に応じて出向くことができた

2 各機関との繋がり（相談に応じた情報提供、相談を引き継ぐための連絡がスムーズ化）

　　＜課題＞

1 幼稚園・保育所や高等学校との連携

2 センター的機能についての教職員の共通理解

　　個別教育支援計画、個別移行支援計画、連絡調整会議

　　＜成果＞

　考察：養護学校との関わりは、主に就労したい方、または就職されている方の支援を行ってきた。純粋な知的障害だけの生徒は少なくなってきていて、自閉症、LD、AD/HD、アスペルガー症候群の方が増えているのが現状である。知的障害や精神障害でもない、「間」に陥ってしまった子供が多くなってきている。三障害といわれる以外のこのような障害にも対応していく事も必要だと感じ、教育機関との連携も早急に作っていく事が必要だと感じた。

講演２　「地域療育等支援事業の果たした役割と相談支援事業の課題」

　滋賀県　甲賀地域ネットワーク相談サポートセンター　所長　中島　秀夫氏

○コーディネーター事業の変遷

S５５年（１９８０年）　施設地域療育事業・・・ショートステイのようなもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域に施設を開放した

H２年　（１９９０年）　地域療育拠点施設事業・・・地域に施設を開放して、相談を受ける

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コーディネーター事業をもった

H8年　（１９９６年）　障害児・者地域療育等支援事業・・・①訪問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②外来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③個別指導

H18年（２００６年）　相談支援事業（相談支援専門員）

○生活支援か療育支援か

地域療育拠点施設事業から障害児・者地域療育等支援事業への移行

①生活支援中心型事業

相談を機能させるためのサービスの整備（レスパイトサービス等の創出）医療機能

コーディネーターの地域化と限界・・・ネットワーキング・生活支援システムへ（サービス調整会議の設置）

②療育支援中心型事業

施設機能を地域に活用した療育（肢体不自由者、重心者）・リハビリ機能・・・療育三事業中心（訪問・外来・施設支援）

○障害者ケアマネジメント事業の導入によって

　チームアプローチを実施。→ケアマネ理論をもとに障害者を地域で支える

　　　　　　　　　　　　　→理解をいかした街づくり

　　　　　　　　　　　　　地域診断・展開　　改善・開発

○コーディネーター事業によって

· ニーズを管理し

· ニーズに沿う

· 社会資源を創出し、ネットワークをつくる

· 支える　

しかし、障害者からは、ニーズが出てこない、福祉に身をゆだねるのが苦手な人が多く、援助者の目に止まる事は少ない。

コーディネーターの資質（明治大学　中野教授）

1 理論

2 適応力

3 交渉力（利用者ニーズを地域に伝える）

→利用者ニーズに共感してもらう　→力技ではなく

4 判断力（アクシデント、次の判断）

5 説明能力

6 自由度（気持ちをフラット）

→思いをもたない　　ニーズに引き込むのではなく

→発想の自由度　定着

7 利用者の暮らしをイメージする力（重要）

→話からイメージするのではなく、歴史・生活状況をイメージしないと間違った支援になる

コーディネーターは、利用者の力（エンパワメント）を高める支援をしていかなければいけない。

支援によってその人の力を弱める事もあり、施設にいると力が落ちる事もある。

○支援費制度・障害者自立支援法へ（措置から契約へ）

福祉サービスを選択する・・・利用計画作成（プラン）

【選べる福祉滋賀特区】

①障害者ケアマネジメント従事者の配置（滋賀県事業）を実施

滋賀特区提案の趣旨
　支援費制度の理念である「障害のある人の選択と自己決定」を真に実現するとともに、入所施設から地域生活への移行を促進するため、施設サービスと在宅サービスの併用や複数の施設サービスの併用など、サービスの選択肢を拡充する→１施設での関係から２～４施設に拡充

→生活支援ワーカー　マネジメント　コーディネーターなど一人で２役をこなすのは難しい

ケアマネ従事者（小さなケアマネ）

→個のニーズに対応する相談事業

コーディネーター（大きなケアマネ）

→生活全般（制度の枠にとらわれず）にわたり支援し、必要なサービスや地域資源の開発に連結する相談事業

②２４時間対応型在宅福祉事業（滋賀県事業）を実施

相談とサービスの一体的提供拠点から、相談とサービスの分離へ

↓

相談機能の独立・・・余力から本来事業へ

相談支援事業の中立・公平性（→事業評価）の確保

相談支援事業の確立（相談支援専門員・機能強化事業相談員）

三障害施策・・市町村一元化

総合相談窓口の整備（→総合窓口がなくても、ふること・連携をする事が必要（田舎型）。

地域事情、自分たちにあったものを創っていく事が必要である。また、標準にあわせようとするのではなく、行政に聞くのではなく考える。

効率化の波（補助金削減）が押し寄せている。メリットとデメリットの検証をしなければいけない。

地域事情を考慮するべし

施設本体の機能に付加された事業　機能を独立する事で特化させる

多様なニーズに基づく地域生活を支援するためにケアマネジメントは有効なツール

障害者自立支援法でいうケアマネジメントの実践の場

↓

地域自立支援協議会

· 中立・公平性を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価等を実施

· 困難事例への対応のあり方に関する協議、調整（当該事例の支援関係者等による個別ケア会議を必要に応じて随時開催）

· 地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議

· 地域の社会資源の開発、改善

· 市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用に関する協議

· 権利擁護等の分野別のサブ協議会等の設置、運営　等

相談支援事業は地域自立支援協議会の核である。

果たしてきた役割

　ライフステージが長い・・・乳幼児期から高齢期まで（身体・精神相談事業と比較して）

ライフステージトータル支援を意識してきた

様々な地域資源とのネットワークの構築（官と民のコラボレーション）

地域ケアシステムの構築（サービス調整会議を定着）

○障害者ケアマネジメント手法の活用

発達支援手帳

· それぞれのデータをまとめ

· つみあげたデータを検索

· 利用者にもってもらう

· 乳幼児　学齢期　老人

· 情報をつなぐ

発達障害者の支援、学校教育の支援を行った後の情報が流れない。ライフステージの前と後ろは必ずあるのに、支援の情報が停滞している。お互いのテリトリーを守る事や個人情報保護があるので、そう簡単に情報は流れないが、せっかくの支援を行ったのであれば、それを積み重ねる事が大事である。

支援者により道（支援計画）が変わる事がないようにする。支援が一本道にならないようにしなくてはいけない。

費用対効果を意識していく（効果がある事をみせる）。そのためには評価に耐える必要があり、効果をみせる場が地域自立支援協議会である。協議会では、支援・事業として「やれない事」も報告をする。プロジェクトチームを作って、その中に行政を巻き込む。

今後のあり方について

· 地域自立支援協議会の有効活用（相談支援事業が核）

· 相談支援事業活動を地域に開示（地域に必要とされる事業の第一歩）

· 厳しい財政状況・・行政の直営化

· 民の特長をいかす活動のあり方が生き残る

· 費用対効果がみえなければ委託は不可能

相談支援専門員は地域ネットワークの要である

○業務を生かす

· ニーズに一番近い存在

· 地域資源との協働関係の構築

· 行政との協働関係の構築

· 中立公平的立場での存在感

○そのためには何をすべきか

· 利用者ニーズから逃げない

· 活動を地域に明らかにする

· 地域課題を提言する

↓

相談支援専門員の活動が問われる

相談をうける時

· （気持ちを）フラットにする

· 何を訴えているのか探る

· 言葉と非言語から見えてくるものを探る

· 傾聴する

· 何で困っているのかを整理する

· （思いを）受け止める

· １回の相談では不十分

· 本人承認をもらい、学校、関係機関から情報をつかむ

コーディネーターの活動が評価されるべき視点

①中立性の確保（受託法人からの機能分離）

②利用者寄り添い型（利用者中心に地域ニーズを耕す）

③官と地域資源の協働作業（ネットワーキングの構築）

④社会資源の検証・開発（利用者ニーズに基づく資源の創出）

地域自立支援協議会の中核になるのは相談支援事業者である

○小さなケアマネ（ケースワーク）と大きなケアマネ（ソーシャルワーク）の実践が基本

○ニーズ発掘・共有（アウトリーチ）

○課題解決のための個別ケア会議（チームアプローチ）

○支え合うための役割分担（ネットワーキング）

○資源の改善・開発（ソーシャルアクション）

○地域課題は地域で共有し、地域で解決する

地域自立支援協議会の活性化のためには、地域で支える支援体制をぞれぞれの地域で整備する必要があり、それらを作る事が「共生のまちづくり」とつながっていく。

考察：「個人のニーズを地域の課題に」という言葉がとても強く印象に残った。今までの私の相談支援は、個別援助としてとらえ、断片的であった。抱え込みであり、独り善がりな取り組みが多くあり、地域を巻き込んだ展開ができていない事に気づいた。そのためには、行政とのつながり、また地域とのつながりを持たなければならず、もっと自分たちから行政や地域へ発信していく、という技術が必要だと感じた。地域でフリーに活動をする相談支援専門員は、もっと地域に入っていかなければいけないが、それを監視するのは管理者ではなく、「地域が監視する」と話していた。相談支援を行った結果、成果を地域に報告することが必要であるとも話していた。

今まで障害「者」からの相談支援での関わりが多く、乳幼児から高齢期までの、長いライフステージのトータルでの相談支援の関わりをもってきた療育等支援事業者には、どの年齢層にも対応できる技術があった。年間１人の相談員が扱うケースは１０～１５ケースである。ケースが多いのか、少ないのか、という事ではなく、どれだけ携わるか、という事の様な気がする。マネジメントだけではなく、コーディネートする技術も必要であり、その技術の裏付けには理論が根底にある。ケアマネジメントとコーディネートを融合させた事業展開をしていく事が「共生する街づくり」になっていくのではないか。
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